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1

不法投棄件数及び投棄量の推移（新規判明事案）

注：都道府県及び政令市が把握した産業廃棄物の不法投棄事案のうち、1件あたりの投棄量が10ｔ以上の事案
（ただし、特別管理産業廃棄物を含む事案は全事案）を集計対象とした。



2

不法投棄廃棄物の種類（新規判明事案）

※ 量及び割合については、四捨五入で計算していることから表記上合計値と合わない場合がある。

① 投棄件数 ② 投棄量



① 投棄件数

3

不法投棄実行者の内訳（新規判明事案）

② 投棄量

※ 量及び割合については、四捨五入で計算していることから表記上合計値と合わない場合がある。



不適正処理件数及び処理量の推移（新規判明事案）

4
※：都道府県及び政令市が把握した産業廃棄物の不適正処理事案のうち、1件あたりの不適正処理量が10ｔ以上の事案

（ただし、特別管理産業廃棄物を含む事案は全事案）を集計対象とした。



① 不適正処理件数
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不適正処理廃棄物の種類（新規判明事案）

② 不適正処理量

※ 量及び割合については、四捨五入で計算していることから表記上合計値と合わない場合がある。
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① 不適正処理件数

不適正処理実行者の内訳（新規判明事案）

② 不適正処理量

※ 量及び割合については、四捨五入で計算していることから表記上合計値と合わない場合がある。



※ 量及び割合については、四捨五入で計算していることから表記上合計値と合わない場合がある。

① 残存件数

7

不法投棄等された廃棄物の種類（残存事案）

② 残存量



8※ 量及び割合については、四捨五入で計算していることから表記上合計値と合わない場合がある。

不法投棄等事案の支障等の状況

（残存事案 令和6年度末時点）
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廃棄物処理法に基づく不法投棄事案への対応

未然防止

産業廃棄物管理票制度（特に電子マニフェストの活用）
最終処分が適切に終了するまでの措置

不法投棄：５年以下の拘禁刑又は千万円以下の罰金
（法人３億円）、未遂罪の創設

無確認輸出：５年以下の拘禁刑又は千万円以下の罰金
（法人１億円）、未遂罪、予備罪

業許可制度、委託契約書の締結義務
優良産廃処理業者認定制度の運用
（環境配慮契約における優良認定事業者の優遇措置等）

①マニフェスト制度の徹底

⑤監視の強化

②適正な処理を確保するための対策

③不法投棄等の罰則

④適正な施設の確保
施設許可制度、廃棄物処理センター制度、維持管理積立金制度

報告徴収（法第18条）・立入検査（法第19条）等、
パトロール事業、不法投棄ホットライン、
地方環境局と都道府県等の連携等

⑨適正処理推進センターを通じた支援

⑧代執行・費用請求（法第19条の8）
いとまがない場合、措置命令に従わない場合、原因者等不明の場合
に都道府県等が代執行（行政代執行法の特例）

代執行を行った都道府県等に対して、最大７／１０補助
※残分３／１０のうち８０％を特別交付税措置

⑥改善命令（法第19条の3）
処理基準・保管基準に違反した事業者、産業廃棄物処理業者、
国外廃棄物を輸入した者等に対する改善命令

⑦措置命令（法第19条の5・6）
処理基準・保管基準に違反した保管、収集、運搬又は処分を行っ
た者、委託をした者、排出事業者等に対する支障の除去等の措置

支障の除去

排出事業者に適正処理責任
都道府県・政令市が監視等
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① 監視パトロールの実施
  ・ 都道府県等と合同不法投棄監視パトロールの実施 等

② ブロック会議による広域的事案への対応と情報交換
  ・ 都道府県等職員に対する研修会の実施
  ・ 廃棄物処理対策連絡協議会の実施 等

③ 環境省不法投棄ホットライン（住民通報システム）の対応
 ・ 本省が受け付けた事案について、関係自治体へ情報提供 等

④ 地域住民向けの未然防止対策等に係る普及啓発
      ・ 不法投棄等防止を訴えるキャンペーンへの参加 等

地方環境局の取組

地域の実情に応じた機動的かつきめ細やかな対応



① 監視パトロールの強化
  ・ 監視担当職員の増員
  ・ 運送業者、郵便局、地域住民などの監視参画
  ・ 陸、海、空からの監視活動
  ・ 運搬車両の路上一斉検査（関東地区一斉等広域的にも実施） 等

② 早期対応と行政処分の徹底
・ 不法投棄原因者の追及（支障除去の措置命令、代執行費用求償 等）
・ 対処能力の向上のための研修会への参加
・ ブロック会議による広域的事業への対応と情報交換 等

③ 警察との連携による取締強化
・ 警察官の環境行政分野への出向等
・ 情報交換会議の開催 等
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都道府県等の取組

未然防止・拡大防止対策の強化、行政処分の徹底



① 未然防止・拡大防止策の検討と都道府県等への普及、取組促進
  ・ 支障除去のための不法投棄現場等現地調査マニュアル作成（平成18年度）

 （不法投棄等事案への初期対応や事前調査、支障を除去する対策工設計のための現場調査を対象にマニュアル化）

  ・ 不法投棄及び不適正処理現場の対策と技術の発行（平成22年度）

   （原状回復支援事業技術検討委員会（平成15～20年度）の委員を中心に不法投棄等の支障除去等のための対策と

       技術についてとりまとめた）

  ・  建設廃棄物現場管理者講習会の開催（平成23年度～現在）

（不法投棄等の未然防止のため、排出事業者である小規模な建設業者等への啓発教育を実施）

  ・ 全国産業廃棄物担当者会議の開催（平成６年度～現在）

    平成４年度より廃棄物処理センター等全国担当者会議として、令和６年度から全国産業廃棄物担当者会議として、

全国の自治体産業廃棄物担当者の会議を毎年10月頃開催（２日間） 

◆1日目： 環境省より廃棄物の適正処理推進にかかる講演、自治体による事例発表、財団の取組を紹介

◆2日目： 産業廃棄物処理施設などを見学。情報交換と自治体間の交流を通じて、廃棄物行政の推進を支援

12

産業廃棄物適正処理推進センター
（（公財）産業廃棄物処理事業振興財団）の取組



② 支援の取組状況
  ・   各年度における支援見込計画の作成

 （各年度、11月頃に翌年度以降の支援要請見込について自治体に調査票を送付し、支援要請の予定時期及び支援要

請予定額等を把握し、今後の支援見込計画を作成している）

  ・   事案審査体制（令和５年度～）
  （令和５年度の実施要領改正より、事前審査書提出前に、財団事務局と事前協議を行うことを明記しており、協力

を求める自治体との事前協議を正式に実施している。）  

  ・  支援額の絞り込み（令和６年度～）
（令和４年度からの試行期間を経て、令和６年度より本格的に、行政対応チェックシートによる申請案件の行政対

応状況について審査し、行政対応が不十分な案件については支援額の絞り込みを実施している）
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産業廃棄物適正処理推進センター
（（公財）産業廃棄物処理事業振興財団）の取組


	産業廃棄物の不法投棄・不適正処理の現状について
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14

